第１７号様式（第２１条関係）

認定特定非営利活動法人等合併認定申請書
年　　月　　日
山口県知事　様
郵便番号
申請者  主たる事務所
の所在地
名　　　　称
代表者の氏名               
（電　　　　話　 局　　 番）
（ファクシミリ　 局　　 番）
下記のとおり認定特定非営利活動法人等の合併の認定を受けたいので、特定非営利活動促進法第63条第５項において準用する同法第44条第２項の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

	合併の区分
	１　認定　　　２　特例認定

	認定（特例認定）年月日
	年　　月　　日

	認定（特例認定）の有効期間
	年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	事業年度
	月　　日から　　月　　日まで

	適合する広く市民からの支援を受けているかどうかの基準
	１　寄附金等収入金額の占める割合（特定非営利活動促進法第45条第１項第１号イ）

２　寄附金等収入金額の占める割合（小規模法人）（特定非営利活動促進法第45条第２項）

３　判定基準寄附者の数（特定非営利活動促進法第45条第１項第１号ロ）

４　地方公共団体の条例で定められている法人（特定非営利活動促進法第45条第１項第１号ハ）

	合併後存続する法人又は合併によって設立する法人
	名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	事業の概要
	

	
	主たる事務所の所在地
	（郵便番号　　　　　）

（電話　　局　　　 番）（ファクシミリ　　局　 　　番）

	
	その他の事務所の所在地
	（郵便番号　　　　　）

（電話　　局　　　 番）（ファクシミリ　　局　 　　番）

	
	
	（郵便番号　　　　　）

（電話　　局　　　 番）（ファクシミリ　　局　 　　番）

	合併によって消滅する法人
	名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	認定の有無
	有　・　無

	
	特例認定の有無
	有　・　無

	
	事業の概要
	

	
	主たる事務所の所在地
	（郵便番号　　　　　）

（電話　　局　　　 番）（ファクシミリ　　局　 　　番）

	
	名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	認定の有無
	有　・　無

	
	特例認定の有無
	有　・　無

	
	事業の概要
	

	
	主たる事務所の所在地
	（郵便番号　　　　　）

（電話　　局　　　 番）（ファクシミリ　　局　 　　番）


添付書類  
１  実績判定期間内の日を含む各事業年度の寄附者名簿
２　特定非営利活動促進法第45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（１に掲げる書類を除く。）及び同法第47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類

３　寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

注
１　「合併の区分」欄及び「適合する広く市民からの支援を受けているかどうかの基準」欄は、該当するものの番号を○で囲むこと。

２　「適合する広く市民からの支援を受けているかどうかの基準」欄は、認定特定非営利活動法人の合併の場合にのみ記入すること。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。

